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令和５年度
農業金融について

     
  政策

担当者に聞く

平素より農政の推進につきまして御理解・
御協力を賜り、御礼申し上げます。

はじめに、昨年夏の豪雨被害や 12 月から
の大雪被害等の自然災害により被災された皆
様、また、新型コロナウイルス感染症の長期
化や原油価格・物価高騰等により経営に大き
な影響を受けている皆様に心よりお見舞い申
し上げます。

さらに、こうした中で、独立行政法人農林
漁業信用基金、都道府県農業信用基金協会の
皆様をはじめ、農業信用保証保険業務に携
わっておられる皆様におかれましては、農業
経営に必要な資金供給の円滑化に向けて御尽
力いただいておりますことに敬意と感謝を申
し上げます。また、厳しい農業経営の資金繰
りに関し、政府の要請も踏まえて、円滑な資
金供給や償還猶予等の条件変更に柔軟に応じ
ていただいております金融機関の皆様に改め
て篤く御礼申し上げます。

（我が国金融をめぐって）
我が国の金融をめぐっては、改めて申し上

げるまでもなく、人口減少による市場縮小や
厳しい運用環境などの中で難しい舵取りが
迫られる状況が続いています。また、脱炭
素・グリーン化の動きの加速化など時代の大
きな流れについて、デジタル技術等のイノベー
ションの力も利用しつつ、いかに対応し、また、
ビジネスチャンスとして活かしていけるかが
問われている状況といえます。

各金融機関の皆様におかれましては、引き

続き、顧客ニーズに応えつつ経営基盤を強化
し、時代の変化に即したビジネスモデルの構
築、経営の持続性の確保に不断に努めていた
だくことを期待いたしております。

（農業金融について①：金融機関における取組）
各地域の農業の維持・活性化に向けては、

農協系統をはじめ地域の金融機関において、
経営相談・経営診断などを通じて取引先の農
業者のニーズを細かに汲み取り、必要な資金
を適切に供給していただくことが重要といえ
ます。また併せて、金融機関の強さである豊
富なネットワークや情報を活かし、農業と食
品産業等の農業関連産業の良好な関係の構築
に取り組んでいただくなど地域農業のポテン
シャルを引き出す取組を展開していただき、
そのことが金融機関の収益向上にもつながっ
ていくことを期待いたします。

農業融資についていえば、農協系統金融機
関の新規農業融資額は近年増加傾向にありま
す。令和３年度の新規農業融資額（長期資金）
は 3,822 億円であり、平成27年度と比べて1.4
倍の規模です。また、農協系統以外の民間金
融機関における令和３年度の農林業向け新規
融資（設備資金）は 891 億円であり、地方銀
行等におかれても積極的に農業経営を後押し
していただいている事例が多々あるものと認
識しています。

農業融資が円滑に行われるためには、農業
信用保証保険制度がその役割を十分に発揮す
ることが必要です。我が国の農業経営・農業
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生産、ひいては国民への食料の安定供給を、
いわば縁の下の力持ちとして支えているのが
農業信用保証保険業務に携わっておられる皆
様であるといえます。

（農業金融について②：農業金融に関する施策）
農業融資に関する施策としては、上記の農

業信用保証保険制度等の各種関連制度を適切
に運用するよう努めつつ、制度資金に関する
利子助成や保証料助成を実施する等の予算事
業を措置しています。今年度も必要な事業を
展開し、農業者の経営を金融面からサポート
してまいります。

また、民間金融機関の活動を補完する役割
を担うのが、政策金融機関たる日本政策金融
公庫と沖縄振興開発金融公庫です。現下の情
勢でいえば、飼料価格をはじめ生産資材価格
の高騰が農業経営に深刻な影響を与える中、
農林漁業セーフティネット資金の円滑な供給
等を通じて農業経営の下支え機能が発揮され
ていると考えています。今後も、民間金融機
関と公庫が連携・協調し、農業者に必要な資
金や経営ノウハウが適切に提供されることを
期待しています。

さらに、最近の動きとしては、ESG（環境、
社会、ガバナンス）金融に関し、農林水産省
として農林水産業・食品産業分野におけるノ
ウハウや実践事例などをとりまとめ（「農林水
産業・食品産業に関する ESG 地域金融実践
ガイダンス」）、その推進を図っています。

また、現在、農林水産省においては、農政
の基本方向を示す食料・農業・農村基本法に
基づく政策全般について、同基本法が制定
されて以降 20 年超の間の情勢変化を踏まえ、
検証を進めており、本年６月を目途に政策の
新たな展開方策について中間とりまとめを行
う予定としています。この一環として農業金
融施策についても、時代の要請等に応じたも
のとなっているか確認してまいります。

（信用基金の新たな中期目標について）
信用基金の業務について、本年度より、第

５期中期目標期間が始まりました。中期目標
とは、独立行政法人制度に基づくものであり、
信用基金などの独立行政法人に対して主務大
臣（信用基金については農林水産大臣及び財
務大臣）が今後５年間にわたって取り組むべ
き事項をお示しするものです。独立行政法人
は、中期目標をベースに自ら５年間の計画	

（中期計画）を作成し、実行します。
信用基金にお示しした第５期中期目標にお

いては、農業信用保証保険制度の運営に関す
る理念・方向性をお示しし、その下で、信用
基金に自らの創意工夫に基づく取組を進めて
いただくこととしています。　　　　　　

目標達成のための指標についても、アウト
プット指標よりも、可能な限りアウトカムに
着目した定量的な指標を設定しています。

また、具体的な事項として、我が国農業を
めぐる情勢変化等を踏まえた引受けの推進、
適切な保険料率の設定、きめ細やかな期中管
理の実施、基金協会の態勢等を踏まえた求償
権の管理・回収の取組等を掲げております。

こうした中で農業信用保証保険制度をより
適確に推進していくためには、信用基金と各
基金協会の連携が従来にも増して必要である
と考えております。改めて関係各位の御協力
をお願いする次第です。

（おわりに）
農林水産省として、今後とも、農業経営・

農業生産を支え、食料の安定供給を確保して
いく上で、農業金融が適切に展開されるよう、
農業信用保証保険業務に携わっておられる皆
様をはじめ関係各位と意思疎通を図りながら、
施策を検討し、構築・展開してまいります。

本年度もどうぞよろしくお願いいたします。




